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全員協議会説明資料 

（令和７年６月１７日） 

 

 

 

（協議案件） 

① 企業版ふるさと納税制度を活用した新たな事業支援の仕組みについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まちづくり推進課企画調整グループ 
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１ 趣旨・背景 

本資料は、企業版ふるさと納税制度を活用し、町が地域創生に資すると認めた

民間事業に対して補助を行う新たな仕組みについて、議会の皆様にご説明し、そ

の妥当性をご理解いただくことを目的としています。 

 

本町において、特定の民間事業を対象とした企業版ふるさと納税の活用は初

めての取り組みであり、補正予算の計上に先立ち、制度の概要と先行事例を踏ま

えた制度設計の考え方を共有するものです。 

 

 

 

２ 本仕組みの目的 

企業版ふるさと納税制度を最大限に活用し、 

○ 既存事業の高度化・拡大 

○ 新規事業の創出 

○ 地域資源の活用 

○ 雇用創出や地域ブランドの向上 

などを促進し、厚真町の持続可能な地域づくりに資することを目的とします。 

 

 

 

３ 企業版ふるさと納税制度の概要 

○ 企業が地方公共団体の地方創生事業に対し寄附を行うことで、最大で寄附 

額の９割の税控除が受けられる制度です。 

○ １回あたり１０万円以上の寄附が対象で、返礼品など寄附を受けた見返り

として経済的利益の提供は禁止されています。 

※制度の詳細は別紙参照。 
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４ 支援スキームの仕組み 

（1）町が地域創生に資すると認めた民間事業を対象として選定 

（2）当該事業に賛同する企業からの寄附（企業版ふるさと納税）を受け入れ 

（3）その資金をもとに、町が事業者に補助金を交付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 事業支援の仕組みの手順 

この仕組みは、いわゆる間接補助方式であり、たとえば「地方創生推進交付金」

や「ローカル 10000 プロジェクト」など、国が市町村を通じて特定事業者を支援

する形式と類似しています。 

 

 

 

５ 他自治体における活用事例 

（1）藻場保全×ペットフードプロジェクト（福岡市） 

食用に適さない魚（イスズミ・アイゴ）をペットフードに活用し、藻場破壊

を防ぐ。 

補助内容：ＰＲ活動、商品試作、藻場調査。  

事業主体：オーシャンリペア株式会社 

（2）コミュニティナース全国展開プロジェクト（雲南市） 

地域の健康を支えるナース育成と活動拠点の創出。 
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補助内容：研修開催、モデル地域での活動支援。 

事業主体：株式会社ＣＮＣ 

（3）天草エアライン維持支援（天草市） 

地域航空会社の維持と観光促進。 

補助内容：機体塗装、メンテナンス費用。 

事業主体：天草市（委託・補助） 

（4）循環型林業プロジェクト（京都市） 

危険木の伐採・再利用で林業再生と循環型社会の構築。 

補助内容：薪割機購入、堆肥袋の製作など。 

事業主体：株式会社アーボプラス 

 

 

 

６ まとめ 

企業版ふるさと納税を通じた民間事業への支援は、町の資金負担を抑えつつ 

地域課題の解決や民間の挑戦を後押しし、町の持続可能な発展につながる仕組

みです。 

厚真町においても、他自治体の先行事例を参考にしながら、制度の趣旨を踏ま

えた適切な運用を図ってまいります。 
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